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東京地裁判決とこれからの信託実務



１．平成３０年９⽉１２⽇東京地裁判決とは︖
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（１）事案の概要
①平成１０年１⽉２３⽇付公正証書遺⾔
・⾃宅や収益物件などＡ所有不動産の一部（１４個）を妻に相続させる。
・妻が先に死亡したときは、二男Ｄ（被告）に相続させる。

②平成２７年２⽉１⽇付死因贈与契約
・全財産の３分の１を二女Ｃへ死因贈与する。
・全財産の３分の２を二男Ｄへ死因贈与する。

③平成２７年２⽉５⽇付信託契約（公証人出張による宣誓認証）
・委託者兼受益者 Ａ
・受託者 Ｄ
・信託財産 すべての不動産及び３００万円

④平成２７年２⽉１８⽇ Ａ死亡
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� 信託の構造



5

１．信託の目的
Ａの死亡後も、その財産を受託者が管理・運⽤することによって、Ｄ及び

その直系血族がいわゆるＡ家を継ぎ、お墓・仏壇を守っていってほしいとの
Ａの意思を反映した財産管理を継続することにあるとされ、Ａは、祭祀を承
継する被告において、その⼦孫を中⼼として管理、運⽤することにより、末
永くＡ家が繁栄していくことを望む

※信託の目的とは
受託者が従うべき「命令的な⾏動の指針」であり、「受託者がどのような
⾏動をとるべきかが決定される基準」
信託制度の本質に違反するものであってはならない、実現可能でなければ
ならない、違法なもの、公序良俗に反するものであってもならない。
（遠藤英嗣「新しい家族信託」）
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２．受益者と受益権
当初受益者 Ａ
第二受益者 長男Ｂ（原告）６分の１ Ｃ６分の１ Ｄ６分の４
第三受益者 Ｄの直系卑属
受益権を有する者の死亡により、その者の有する受益権は消滅し、

次順位の者が新たな受益権を取得する

※後継ぎ遺贈型の受益者連続の信託とは︖
第１次受益者の死亡により第２次受益者が受益権を取得し、第２次受

益者の死亡により第３次受益者が受益権を取得するというように、受益
者の死亡により順次他の者が受益権を取得する旨の定めのある信託。
第２次以降の受益者は、先順位の受益者からその受益権を承継取得す

るのではなく、委託者から直接に受益権を取得する。
遺留分を侵害できないことは当然であり、遺留分算定に当たっては、

第１次受益者の死亡時点を基準として、各受益権の価額等について必要
な算定がされるべき。（寺本昌広「逐条解説新しい信託法」）
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３．受益者の意思決定
Ａ死亡後は、Ｃが単独で⾏う

信託法第１０５条第１項
受益者が２人以上ある信託における受益者の意思決定は、すべての受

益者の一致によってこれを決する。ただし、信託⾏為に別段の定めがあ
るときは、その定めるところによる。

複数受益者の合理的な意思決定の機会を確保しつつ、他⽅で、信託事務
の円滑な処理を実現するため、単独受益者権以外の権利の⾏使については、
信託⾏為に定めを置くことを認めている。（道垣内弘人「条解信託法」）
※単独受益者権
受託者の利益相反⾏為の取消権、受益権を放棄する権利など
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４．受益権の取得請求
受益者が複数となった場合、受益者の１人は他の受益者に対して、当該

受益者の有する受益権持分の一部もしくは全部の取得を請求することがで
きる。なお、取得する受益権の価格は、最新の固定資産税評価額をもって
計算した額とする。

・受益者は、その持分を譲渡し、信託から離脱する⾃由が保障されている。
・固定資産税評価額は、時価の７割程度になる場合もある。
・受益者保護の観点から問題はないか︖
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５．委託者の地位
委託者の死亡により、委託者の権利は消滅する

法第１４５条（委託者の権利等）
① 信託⾏為においては、委託者がこの法律の規定によるその権利の全
部又は一部を有しない旨を定めることができる。

法第１４６条（委託者の地位の移転）
① 委託者の地位は、委託者及び受益者の同意を得て、又は信託⾏為に
おいて定めた⽅法に従い、第三者に移転することができる。

法第１４７条（遺⾔信託における委託者の相続人）
第３条第２号に掲げる⽅法によって信託がされた場合には、委託者

の相続人は、委託者の地位を相続により承継しない。ただし、信託⾏
為に別段の定めがあるときは、その定めるところによる。
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ア．信託契約においては、委託者の地位が相続されるが、委託者の相続人の
関与を排除したければ、別段の定めで対処できる。
なお、これは、委託者の地位の相続性を信託⾏為の定めによって決する
ことができると考えているわけではなく、あくまでも、委託者の権利に
期限を付すことによって類似の状況を作り出すに過ぎない。

（寺本昌広「逐条解説新しい信託法」）

イ．国税庁事前照会 登録免許税法第７条第２項の適⽤関係
①「信託の信託財産を受託者から受益者に移す場合」
②「当該信託の効⼒が⽣じた時から引き続き委託者のみが信託財産の元本
の受益者である場合」

③「当該受益者が当該信託の効⼒が⽣じた時における委託者の相続人であ
るとき」
→相続による移転とみなす（１０００分の４）
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ウ．契約書の定め⽅
①「本信託の委託者の地位については、相続により承継しない。ただし、
税務上の扱いについては除く。」（遠藤英嗣「家族信託契約」）

②「甲の死亡により、甲の有する受益権は消滅し、丙は、新たな受益権を
取得すると同時に委託者の地位の移転を受けるものとする」

（⽯垣雄一郎「問題解決のための⺠事信託活⽤法」）

③「本信託の委託者の地位は委託者の死亡により受益者に移転し、委託
者の権利は消滅する。」（監督人協会推奨）
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６．信託財産の管理
受託者は、信託不動産の維持・保全・修繕又は改良を、⾃らの裁量で⾏う。

受託者は、信託不動産の管理事務の全部又は一部について第三者に委託する
ことができる。受託者は、信託不動産を無償で使⽤することができる。

・受託者が信託不動産を無償で使⽤することに問題はあるか︖
・受託者の善管注意義務、忠実義務とは︖
・受益者と受託者が同居する場合の実家信託では︖
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７．遺留分減殺請求の対象
ア．信託財産説

対象→信託設定⾏為
効果→信託設定⾏為の一部が無効となり、信託財産の一部が遺留分権

利者に帰属する。
信託財産が、受託者と遺留分権利者の共有になる。

相手⽅→受託者
信託は、目的達成不能により終了する可能性が⾼い。

イ．受益権説
対象→受益権付与⾏為
効果→受益権について、受益者と遺留分権利者との準共有となる。
相手⽅→受益者
信託設定⾏為⾃体は無効とならない。
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ウ．遺留分侵害額の請求
１．相続法改正により、物権的効⼒を有する「遺留分減殺請求権」は、
⾦銭債権である「遺留分侵害額の⽀払請求権」となる。

２．遺留分対策としての⾦銭の重要性がますます⾼まる。
⽣命保険の活⽤を積極的に検討すべき。

３．受益者連続型における受益権の評価⽅法と次順位以降受益者が
負うべき侵害額の算定⽅法は︖

⺠法第１０４６条（遺留分侵害額の請求）
遺留分権利者及びその承継人は、受遺者又は受贈者に対し、遺留分

侵害額に相当する⾦銭の⽀払を請求することができる。
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� 信託に関連する主な争点

①契約時におけるＡの意思能⼒の有無

②信託契約の効⼒

③信託が有効な場合、遺留分減殺請求の対象は何か
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� 原告Ｂの主張
①Ａの意思無能⼒
ア Ａは、法律⾏為の意味内容を理解する能⼒を⽋く常況にあった。
イ Ａは、入院直前まで、財産をおおむね法定相続分に沿って分けようと
考えていたのであり、その意向から⼤きくかけ離れている。

②本件信託は公序良俗に反する
ア 利益相反
Ｄが信託目的に従うことが、必然的に第一順位の受益者の利益に反する

という利益相反状況に陥る構造となっている。
Ｄは、Ａ所有不動産を無償で使⽤できることも合わせ考えると、その売

却が適切と考えられる場⾯においてもこれを売却することはまず考えられ
ない。
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イ 信託制度の濫⽤、相続秩序の侵害
１．信託法の諸規定から導かれる信託法の法意・精神に反して信託制度を
濫⽤し、Ｂが潜在的に有していた遺留分の減殺請求を不当に免れ、もっ
て遺留分制度を中⼼とする現⾏相続法秩序を破壊する。

２．Ｄに信託不動産の無償使⽤権が与えられ、形式的にＢに６分の１の受
益権が与えられているものの、それによる利益発⽣の保証はなく、受益
権の取得請求をしても固定資産税評価額による買取りに限定されている。

３．受益者の意思表⽰は、Ａ死亡後はＣが単独で⾏うとされ、Ｂの受益権
の内容が異様に限定されており、遺留分減殺によりＢの受益権割合が増
えたとしても、Ｂの遺留分を確保できない。
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４．受益者連続型信託であっても、信託財産を限定することにより信託
財産について遺留分侵害の問題が⽣じないようにすることや、遺留分
割合に相当する価額の全額弁償をすることなどにより、遺留分規定に
配慮した内容とすることも可能であり、このような配慮がされていな
い本件信託は、原告を差別し排除することを意図した、遺留分逃れの
ための信託契約である。

③遺留分減殺請求の対象は、信託財産である。
１．Ｄは信託財産を無償使⽤できること
２．受益権はＤの家系に承継されること
３．Ｂは受益権の⾏使や処分が著しく制限されていること
本件信託の実質は、受託者への所有権移転⾏為、つまり受託者への死因

贈与に類似するものであり、信託財産の移転⾏為をもって、遺留分減殺請
求の対象となる。
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� 被告Ｄの主張

①Ａの意思能⼒は問題なし
平成２７年１⽉２５⽇、入院時の看護記録には⾒当識障害、理解⼒、痴呆

等について全く問題ないとされ、末期がん宣告を受けた同⽉３１⽇の看護診
療記録にも、看護師とのコミュニケーションについて「返答良好」とある。
２⽉１⽇、司法書⼠から⺠事信託契約書と死因贈与契約書の案について説

明を受け、死因贈与契約書に署名押印した。
２⽉２⽇、Ａ⾃⾝で司法書⼠と信託銀⾏担当者を呼び、両者の提案を⽐較

検討し、司法書⼠の提案を採⽤した。
２⽉５⽇、公証人の⾯前で、信託契約書と死因贈与契約書について、宣誓

認証した。
１⽉３１⽇から２⽉８⽇までの患者診療記録に、Ａの意識レベルの低下を

うかがわせるような記載は存在しない。
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②本件信託は公序良俗に反しない
１．本信託は、以下の目的を有する。

経済的価値に加え、Ａ家の墓や仏壇を護っていくという観点からも重
要な⼟地の一体的な保有、管理を実現し、もって将来の世代へそれらの
不動産の承継を可能にする。
相続対策の観点からその他の不動産につき処分を含む適切な管理を実

現する点から、Ａの所有していたすべての不動産を信託対象とすること
で一体的な不動産管理を実現する。

２．上記信託目的の管理者として最も適任なＤが受託者として選任され、
信託法が正⾯から認める後継ぎ遺贈型受益者連続信託が活⽤された。
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ア 利益相反
利益相反⾏為は信託法３１条で類型化されているところ、本件信託は信

託法３１条で救済されないような不法性はない。

イ 信託制度の濫⽤、相続秩序の侵害
１．Ｂには６分の１の割合による受益権が付与されており、売買代⾦や不
動産収入の分配をうけているので、Ｂの遺留分を侵害する目的で組成さ
れたものではない。

２．Ａの⽣前中にその効⼒が発⽣し、Ａの下に当初帰属した受益権が、同
人の死亡によりＢに６分の１の割合で帰属しており、⺠法の遺留分制度
を破壊するような不平等状態を招来するものではない。

３．ある時点での財産承継を考えるに当たって、未来永劫にわたり推定
相続人の遺留分を配慮することは要しない。
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③遺留分減殺請求の対象は、受益債権である。
１．Ｄは、信託不動産である実家が荒れ果てないように管理や手入れをして
いるが、無償使⽤はしていない。

２．Ｂは、売却代⾦や不動産収入の分配を受けており、顕在化した利益は、
Ｂの相続人に相続される。

３．受益権の買取価格が最新の固定資産税評価額に限定されていることで、
買取価格が時価の７割程度になる場合があるとしても、社会通念上不当な
基準ではない。
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� 裁判所の判断
【判決要旨】
（１）本件死因贈与及び本件信託の時点において、Ａが意思能⼒を⽋く常況

にあったとは認められず、その内容がＡの意思とかけ離れていたと認め
るべき証拠はない。

（２）本件信託のうち、経済的利益の分配が想定されない不動産の部分は、
遺留分制度を潜脱する意図で信託制度を利⽤したもので、公序良俗に反
して無効である。

（３）信託契約による信託財産の移転は、信託目的達成のための形式的な所
有権移転にすぎないため、実質的に権利として移転される受益権を対象
に遺留分減殺の対象とすべきである。
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①Ａの意思能⼒は問題なし
Ａは、意思能⼒を⽋く常況にあったとは認められない。
ア ２⽉２⽇、信託銀⾏担当者から遺⾔の説明を聞き、⾃発的に検討した。
イ ２⽉８⽇までの患者診療記録に意識障害等症状の記載がない。
ウ それまでの⽣前贈与の内容から、Ａが遺産を３等分しようと考えてい
たと推認することはできない。

②経済的利益の分配がされない部分は、公序良俗に反する
ア 利益相反
構造的な利益相反があるということはできない。

イ 信託制度の濫⽤、相続秩序の侵害
１．経済的利益がない限り、Ｂが遺留分⾏使により増加した受益権割合
に相応する経済的利益を得られない。

２．受益権の取得請求で取得する受益権の価格は、最新の固定資産税評価
額であり、対象不動産の価値に⾒合う経済的利益を得られない。



25

３．Ａは、⾃宅など収益物件でない不動産から得られる経済的利益を分
配することを想定しておらず、これらの不動産を信託財産に含めたの
は、外形上、Ｂに対して遺留分割合に相当する割合の受益権を与える
ことにより、これらの不動産に対する遺留分減殺請求を回避する目的
であったと解さざるを得ない。

４．⼟地の一体的な管理は、信託によらずとも遺贈等によっても可能で
あり、⺠法上認められた遺留分減殺請求権の⾏使を妨げる内容の信託
は許されない。

５．相続税⽀払いのために一部の不動産の円滑な処分を実現を目指すこ
とは、売却予定のない不動産を信託財産に含めることを正当化しない。

③遺留分減殺請求の対象は、受益権である
信託財産の移転は、信託目的達成のための形式的な所有権移転であり、

実質的に権利として移転される受益権が、遺留分減殺請求の対象である。
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①信託契約でない場合との違いは︖

②なぜ、公序良俗による一部無効だったのか︖

③控訴審では、どのような主張や判断が予想されるか︖

④信託契約を争う場合、弁護⼠はどのような主張を考えるか︖

⑤組成する実務家は、どこまで責任を問われるか︖

２．判決から考えるべきことは︖
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①当事者の意思能⼒の担保と証拠の保管

②信託の目的とスキームの精査

③依頼者の⾃己決定の尊重と家族会議とのバランス

④信託ありきではない

⑤⽣命保険の積極的な活⽤

⑥弁護⼠、税理⼠、ライフプランナーなど各種専門家との連携

３．実務で意識すべきことは︖
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皆さんは、この判決をどのように受け⽌めますか︖
最⾼裁判決が出るまで信託業務の提案を避けますか︖

リスクゼロの業務はありません。
紆余曲折はあっても、家族信託は、遺⾔、任意後⾒とともに、今後ますます、
⾃己実現を目指す一般的なスキームになると考えます。

⺠事信託監督人協会は、家族信託や任意後⾒を積極的に推進します。
志⾼く、国⺠の円滑な財産承継を⽀える専門家を目指しましょう︕

ご清聴ありがとうございました

４．おわりに


